
東京オフィス

測量士・測量士補の試験・登録

測量行政の推進

「測量法」を所管する
国家行政機関としての責務
　大規模な住宅地の造成や新しい道路の建設、
防災のための河川改修など、国土のインフラの
整備や管理を行うための公共事業は、私たちの
身の周りのあらゆる場所で行われています。こ
うした公共事業の計画や設計を行う際、地図の
作成や位置の基準を決定するために公共測量が
必要となります。
　国土地理院は、測量の重複を排除し正確さを
確保することを目的とする「測量法」を所管す
る国家行政機関として、日本全国で行われる測
量作業が円滑に行われるための指導・助言や、
測量成果の精度確保のための審査、最新の測量
技術の普及促進、国家資格である測量士・測量
士補の試験・登録などを行っています。

　測量士及び測量士補は、国土地理院が行う「基本測量」又は国や地方公共団体などが行う「公共測量」に従事するために必要な
国家資格です。国土地理院では、資格を取得するための国家試験を年 1回実施するとともに、下記要件に基づく資格の審査・
登録等を行っています。

■資格要件

測量士
（測量法第 50条）

•大学や短期大学、高等専門学校で測量に関する科目を修め卒業し、一定の実務経験を得る。
•測量専門養成施設で専門知識及び技能を修得し、一定の実務経験を得る。
•測量士補を取得した後に、測量専門養成施設で高度の専門知識及び技能を修得する。
•測量士試験に合格する。

測量士補
（測量法第 51条）

•大学や短期大学、高等専門学校で測量に関する科目を修め卒業する。
•測量専門養成施設で専門知識及び技能を修得する。
•測量士補試験に合格する。

　国会対応や関係府省との調整業務の東京
における拠点として、2020 年に中央合同
庁舎 2号館に「東京オフィス」を開設し
ました。災害発生時には、政府関係機関等
に地図や空中写真等を提供する拠点となる
ほか、霞が関のサテライトオフィスとして
も活用されています。

執務室中央合同庁舎 2号館

　国や地方公共団体が費用を負担して実施する測量を「公共測量」と言います。その成果は身の周りのインフラ整備、都市計画の
策定等社会の基盤として様々な場面で利用されます。
　公共測量を実施する際、国や地方公共団体は、測量の正確さを確保するために、測量方法などを定めた「作業規程」を作成しな
ければなりません。国土交通大臣（国土地理院）は、作業規程の模範例として、測量の標準的な作業方法などを示した「作業規程
の準則」を定めています。日々進歩する測量技術も精度検証などを経て「作業規程の準則」に取り入れられ、最新技術への対応も
行っています。
　また、正確な公共測量成果を世の中に広く流通させるため、公共測量の計画についての技術的な助言と測量成果の審査を行って
います。充分な精度を有すると認められる測量成果に関する情報は、ウェブサイトを通じ公表され、後に実施される測量などに広
く活用されます。公共測量の効率化や精度の維持、最新技術の利用などに関して、ウェブサイトからの情報発信や各地での説明会
開催など、公共測量が適切に実施されるよう取り組んでいます。

LidarSLAMを用いた測量技術の検証 公共測量担当者に向けた各地での説明会

公共測量における取組

3 次元構造化データ +点群データ

航空レーザ測深

3次元数値地図データ

公共測量についての技術的助言
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